研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　コメディカルG　　　　　職　種　精神保健福祉士　　　　　氏　名　柴田　真弥

	期　　間　　平成25年10月17日～18日　2日間

	出張目的　平成25年度日本精神科病院協会　日本精神科医学会　学術教育研修会　PSW部門

	出 張 先　ウェスティン都ホテル京都

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体の考察】

　今回初めて学術教育研修会に参加させて頂き、全国で活躍するPSWの方達に取組みに圧倒されながら、自分の日頃の業務を振り返る機会となった。普段は認知症の方に関わることが多い為、高齢者や認知症に関心が向くことが多かったが、全体として、法律、統合失調症、うつ病、認知症、地域移行、それぞれについて、自分の関わり方や今後勉強が必要なことを振り返ることができた。

　まずは法律についてだが、精神保健福祉法の改正についてはPSWの業務に関わる部分が大きく、来年春までに様々準備を行っていく必要性を感じた。同時に、自分自身も情報を得ながら、少しずつ考え方や支援についても見直さなければいけないと考える。自分自身で大きく反省したことは、患者と直接話すことを怠っていたということである。認知症の方の退院支援は、家族や施設、ケアマネージャーとの連絡調整がメインとなるが、どうしても患者の思う通りにはいかないことが多い。重度の認知症で疎通がとれず、身体合併症の治療が主となってきている方の支援もとても難しいが、疎通がスムーズにとれて家族となかなか意見の合わない方や、認知機能の低下が進行し単身生活には戻れなくなってしまった方など、しっかりと本人の思いを聞いて、生活に必要なこと、家族に協力してもらわなければいけないこと等、整理をしながら支援を進めていくことが重要だと感じた。現状ではできないことが多くあるが、PSWとして、患者本人をしっかりと見て、聞いて、尊重する姿勢だけは忘れずに、業務を行っていきたいと思う。

●会長講演「我々の描く精神医療の将来ビジョン」　講師：日本精神科病院協会　会長　山崎　學　先生

【考察】

精神保健福祉法の歩みから、普段振り返ることのない精神科医療の歴史について改めて考えさせられた。最近の動向として、保護者制度の廃止や医療保護入院の見直し等があり、医療現場では少しずつ準備を始めなければいけない事柄も含まれていた。法律や制度の改正に伴い、医療者自身の理解も必要であるが、どのような根拠で改正が行われ、何を目的としている改正なのか、等を理解して、患者や利用者、家族等にわかりやすく説明ができるようにしていく必要があると感じた。国の目指す方向性と、実際の医療現場の差が大きくなり過ぎないように、流れを感じ取りながら治療･ケアを行う姿勢が必要であると感じた。

【研修要旨】

①精神保健福祉法の歩み

明治33年　精神病者監護法

明治41年　患者数2万5千人、病床2千5百床、私宅監置約3千人

明治44年　官立精神病院設置の決議

大正8年　精神病院法

　　　　　　　→内務大臣は第一条の精神病院に代用するため公私立精神病院を指定することができる

　　　　　　 →精神病院に対し建築・設備費の2分の1、運営費の6分の1を国庫が補助する

昭和6年　患者数の7万余人、収容数は約1万5千人⇒8割の患者が入院できない環境

昭和8年　マンフレート・ザーケル（ポーランド）によるインスリンショック療法(死亡例が多かった)

昭和10年　ジョン・フルトン、カーライル・ヤコブセン(英国)の実験により、エガス・モニス(ポルトガル)がロボトミー(前頭葉切裁術)を行う

昭和13年　ウーゴ・ツェルレッティとルシオ・ビニが電撃療法

昭和15年　約2万5千床もあった病床は、戦火による消失や経営難により閉鎖され、終戦時には約4千床にまで減少した

昭和25年　精神衛生法

　　　　　　　　→精神障害者を拘束することが必要がどうかを決定するため精神衛生鑑定制度が設けられた

　　　　　　　精神病床；約1万8千床

昭和27年　生化学者アンリ･ラボリ(仏)によるクロルプロマジンの発見

　　　　　　　精神科医ジャン･ドレー(仏)が躁病、統合失調症の錯乱、幻覚を改善することを発見

昭和28年　精神病床；約3万床

昭和29年　7月の全国精神障害者実態調査によって、精神障害者の全国推定数は130万人、うち要入院は

35万人で、病床はその10分の1にも満たないことが判明した

昭和30年　反精神医学運動

　　　　　　　①強制入院は基本的人権の侵害、②精神医学は社会的逸脱にある種の精神病というラベルを

付与する社会統制の一形態である、③電気痙攣療法は人間の尊厳を傷つける

昭和32年　薬理学者ポール・ヤンセン(ベルギー)がハロペリドールを開発

昭和38年　アメリカでケネディ教書を機に急速な脱施設化(国家財政困窮)

昭和39年　ライシャワー事件が発生

昭和40年　精神病床；約17万床

昭和43年　WHOのクラーク勧告

　　　　　　　　→精神薄弱を含む精神病質、精神障害の早期発見と適切なリハビリテーションを促す為の地

域精神衛生計画は日本が当面する緊急の社会的、公衆衛生的課題の一つである

昭和49年　「保安処分に反対する百人委員会」結成

　　　　　　　　→犯罪者は別の病床に入院させようとしたが、大反対された

昭和53年　イタリアでバザーリア法が施行

　　　　　　　①新入院に対しては精神病院に入院させない、②最高15床の精神病床を総合病院に設置、

③強制入院の法的手続きを整備、④地域精神保健センター(CMHC)を設置する

昭和59年　宇都宮病院事件

　　　　　　　　→当時は薬物中毒等の犯罪を犯した者が入院することが多くあった

昭和62年　精神衛生法の改正→精神保健法

平成5年　障害者基本法が成立

平成7年　精神保健法の改正→精神保健福祉法

平成11年　医療保護入院・応急入院のための移送制度

平成12年　朝倉病院事件

平成13年　池田小学校事件

平成15年　精神保健福祉の改革に向けた今後の対策の方向

　　　　　　　医療観察法の成立

平成16年　入院医療中心から地域生活中心へ

平成17年　障害者自立支援法の成立

・諸外国における精神科病床、居住施設入所者数とわが国の比較

　→2004年のデータでは、日本は95パーセントが病床、5％が居住となっている

　　他国ではアメリカは約半数(1997)、カナダは約6割、イギリスは75％が病床であった

②精神保健福祉の動向

・精神に係る入院患者数、外来患者数の推移→平成20年度に323.3万人(患者調査)

・精神病床入院患者の疾病別内訳→統合失調症が大多数であるが、認知症患者の割合が増加傾向

・精神病床の平気在院日数は年々減少傾向

・入院患者の年齢分布は、約半数が高齢者(65歳～74歳、75歳以上)を占めている

　→今後は単科の病院でも、一般科、合併症を診れる医師が必要となってくる

○今後の課題

⇒入院医療について、統合失調症の長期入院患者を前提とした体制から、患者の状態に応じて急性期医療を適切に提供できる体制とするため、

　・急性期に手厚い医療を提供するため、医師、看護師等の配置を見直すなど精神病床の機能分化の推進

　・早期退院を目指し、精神障害者を家族だけでなく地域で支える仕組みとするための保護者制度の見直しが必要

⇒精神疾患患者の地域生活を支え、また、多様化するニーズに対応するため、多職種（医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士など）による外来や訪問での医療提供体制の充実が必要

③精神障害者の地域移行

○精神科医療の機能分化と質の向上等に関する検討会(H24.6.28)

→3ヶ月未満では医師・看護職員は一般病床と同等の配置とする

　入院患者は重度かつ慢性を除いて一年で退院させ入院外治療に行こうさせる仕組みを作る

○精神保健福祉法の一部改正の法律案

→指針の策定、保護者制度の廃止、医療保護入院の見直し、精神医療審査会の見直し（H26.4.1施行）
④認知症

・外来患者の疾患別内訳ではアルツハイマー病が増加

・認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の高齢者数が増加

「今後の認知症施策の方向性について」(H24.6.18)

→標準的な認知症ケアパスの作成・普及、早期診断・早期対応、地域での生活を支える医療サービスの構築、介護サービスの構築、地域での日常生活・家族の支援の強化、若年性認知症の特性に配慮し、支援の為のハンドブックを作成、配布するとともに、本人や関係者等が交流できる居場所づくりの設置等を促進する、認知症ライフサポートモデルを策定し、これらを踏まえ医療・介護サービスを担う人材を育成

⑤自死対策

・H10年以降、連続して3万人を超える状況が続いていたが、15年ぶりに3万人を下回った

・20代、30代の死因における自殺の割合が極めて高い

・多くの自殺の要因に、うつ病、統合失調症、依存症などの精神疾患がある

●ランチョンセミナー

「薬物依存症の動向と治療について」　講師：京都府立洛南病院　副院長　川畑　俊貴　先生

【考察】

現在の薬物依存症者で、ここ数年で大きく増加傾向にある｢脱法ドラッグ｣について講演を聞いた。薬物依存と聞くと、大都市で患者が多いイメージがあったが、脱法ドラッグに関してはインターネットを使い通販で購入する方が多くおり、また、重症化してくると統合失調症様の症状が出現してくる等、精神科医療に携わる者としては身近に考えなければいけない問題であると感じた。脱法ドラッグ患者は抑うつ状態やADHDだと考えられる患者が多いことについては、多幸感を得たいが為に使用し、徐々に依存性が強くなっていく流れが出来ていることから、脱法ドラッグが広まり年数が経ってきている為、治療の必要性がある方も多くなり、事件が起きる可能性も高くなるため、今後も要注目していくべき動向であると考える。

【研修要旨】

○脱法ドラッグ患者激増の背景

・薬物別症例の割合では、覚せい剤が約50％の割合を占めている(2010)。増加率は横ばい。

・睡眠薬・抗不安薬の症例は増加傾向で、約20％を占めている。

・若者の覚せい剤離れが進んでおり、H9年に覚せい剤取締法違反で検挙された20代の若者8千人がピークで、以後は減少傾向。H24年には2,188人まで減少した。

・売上減少の背景には、ユーザーの高齢化、セールスマンの高齢化、取締りの激化、値崩れ等が考えられる。

・若者気質として、法は犯したくない、薬物乱中毒と思われたくない、無駄使いをしない、やばい人とは接触したくない、といった傾向がある。これらの傾向から、脱法ドラッグの手軽さに移行していく。

○脱法ドラッグの実態

· 脱法ドラッグの剤形と使い方

→ハーブ：燃焼した煙をパイプあるいは巻紙で吸入

→パウダー：鼻孔から吸入

→リキッド：鼻孔や皮膚に塗る

＊パウダー、リキッドが増加中。どの剤形も成分は同じ。粘膜吸収しやすいので摂取方法は多彩。

・これまでのドラッグとは全く違う感覚で使われており、覚せい剤は人目を盗んでこっそりと使用し、不潔な注射器で静注。入院をして、覚せい剤を使用したことを後悔する方が多い傾向に対して、脱法ドラッグは普通の商品を買うのと同じ感覚で購入し、カラフルなパイプで吸入。入院後には、使用方法を後悔するパターンが多い。

○脱法ドラッグの薬理学

・アッパー(覚せい剤、コカイン、カチノン)とダウナー(大麻、アルコール、睡眠剤)に分かれる。

・脱法ドラッグはアッパーとダウナーを混ぜたもので、割合はそれぞれ異なるが、薬理作用が大麻の5倍になるものや、慢性毒性として精神病症状や認知症状の出現がある為、とても危険である。

・薬物関連障害の分類

１乱用　2依存症候群　3離脱症候群　4急性精神病性障害　

5遅発性精神病性障害　6器質性精神障害

→脱法ドラッグは、睡眠薬に迫るほど依存性が高く、幻覚妄想を引き起こす作用は覚せい剤以上の力がある。4の急性精神病性障害は覚せい剤よりも起こる確率が高い。また、5は統合失調症様障害が出現するが、脱法ドラッグの乱用が始まって2年しか経っていないが、既に10％の確率で出現している。

＊精神科病院では4までの患者を治療対象としている。

· 脱法ドラッグ患者のプロフィール

10代後半から20代、男性、高学歴者、就労者、暴力団との関係はない、犯罪歴なし、ネット販売か店舗で購入、家族あり、抑うつ状態、AD/HD

· 大麻、覚せい剤からの転向組が多い。

· 抑うつ状態を持ち上げて気分高揚を得る為に使用を繰り返すと推測される。

○脱法ドラッグ患者への対応

①尊敬して受け入れる。

②理屈をこねる人も同じように受け入れる。ただし、理屈は受け入れない。

③抑うつ的な場合が多く、このことに思いやりを持つ。

④有害性について科学的に説明する。

⑤ライバルは売人では無く家族である場合もあり、特に配偶者に注意する。
●講演Ⅰ「統合失調症における回復とPSWの役割」　

講師：北海道医療大学看護福祉学部　教授　向谷地　生良　先生

【考察】

　大学時代に読んだ本の中でも印象深かった、「べてるの家」の向谷地先生の講演は、今回の研修の中で楽しみにしていたことの一つで、PSWになりたいと思った初心を思い出させるような講演だった。障害者が地域で生活をすることが当たり前だと考えていたが、実際に医療現場で働いてみると難しい現状がある。その医療の中でできることがリハビリテーションであり、それぞれの専門職種が行うリハビリテーションも重要であるが、PSWがそこに関わることで、より退院後の生活が具体化するのではないかと思う（生活者としての視点は、PSWの専門性であると考える）。

【研修要旨】

・精神科病院や精神障害者の施設でPSWの実習を行うときに、「患者と距離をとる」と指導されているが、はじめから距離をとっていたら患者と近づくことは難しく、患者も近寄りがたい存在として捉えてしまうこともある。

→「近さが足りない」近くから距離をとっていけばよい。

・「べてるの家」は、欧米式。自立生活運動が起きて、エンパワメントを重視するようになり、現在はリカバリーの視点を大切にしている。

· 統合失調症の回復におけるﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの5条件

1 薬物療法

2 生活技能訓練　　　　　　→　　『精神障害とﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ』(金剛出版)

3 精神療法　　　　　　　　　　　　で述べられている既存の条件

4 社会的不利益の改善

5 当事者の自助と連帯、それを支え共同する体制　→　向谷地先生のオリジナル

⇒これらを常に点検して、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行うことが重要である。

・当事者研究と即席SSTの実施

（事例）ある男性は、自宅で「爆発して叫んでしまう」ことがある。一緒に住んでいる母親は、その叫び声に怯えているが、「叫んでスッキリしてくれるなら…」と指摘する事は無かった。本人も叫ぶことで解決していた。よく話を聞いてみると、風呂に入るときに、シャワーの音が悪魔の声に聞こえる、水の流れる音を聞くと悪魔の声が聞こえる、等の理由があった。母親は初めて「爆発してしまう」の理由を知って、少し安心した。今後は、爆発してしまうときには、母親に一言声をかけてから爆発した方が、母親も安心するのではないか、とアドバイスを受けた。その場で即席SSTをして、母親に伝える場面を練習した。その後より、爆発する前に母親に声をかけるようになった。また、自然と悪魔の声が聞こえなくなり「なんか、知ってもらえて安心した」と本人は話していた。

· ワーカーとクライエントは、作家と編集者のような関係が理想的

· 常識的視点の必要性⇒クライエントがわかりやすく理解できるように、援助することの強調を行う。

· 「“病気”であることを維持しようとする力」へ着目

→健康になったら困る、幻聴がなくなったら寂しい、病気のモチベーションをあげる等

これらは、生きづらさへの不安・不信・嫌悪から生じる。危機感、飢餓感を通じた生命力の回復欲求

●講演Ⅱ「うつ病治療におけるPSWの役割」　

講師：医療法人社団　新光会　不知火病院　リハビリテーションセンター　センター長　前田　佐織　先生

【考察】

　うつ病患者のリワークに力を入れている病院の方の講演であったが、土地柄からも、うつ病患者がリワークする為の場所が必要であった、という背景があるのではないかと感じた。うつ病や抑うつ状態と診断され、休職を希望する患者は多くいるが、休職して職場へ復帰しても、症状が再発してしまう方もいる。逆に職場から診断書を書いてほしいという依頼があることもあるが、職場復帰する為に医療機関と連携することは、殆ど見たことがない。うつ病患者が増えているという現状があるが、支援体制が整っている地域は数少ないと思う。うつ病という病気自体も、時代によって年代や特徴が変化しているため、支援体制を整えること自体が難しいが、講演を聞いていて、多職種がチームで連携をして患者へ関わっていくこと、PSWの役割は本人により近い立場で今後について一緒に考えていくということは、他の疾患と大きく変わることはないと感じた。また、うつ病は「誰でもなりうる病気」として、社会でよく知られていると同時に、知られているからこそ、正しく理解されていない部分も多い。そういったところで、PSWが企業と連携を図り、疾患の理解等の啓発活動も行っていけるのではないかと考える。

【研修要旨】

○福岡県大牟田市･･･炭鉱で栄えた町。23万人いた人口は、H9年の炭鉱閉山後に減少傾向で、

現在12万5千人、高齢化率３１．１％

・2006年の医療法改正で、がん・脳卒中・心筋梗塞・糖尿病を4大疾病と定めだが、急増する精神疾患を加えて5大疾病とした。

・2009年には、がん患者数およそ152万人、糖尿病患者数237万人に対し、精神疾患は既に323万人で、がんの2倍以上にも及んでいる。

・メンタルヘルスの有病率は、各国と比べて日本は低い。

・うつ病の有病率･･･生涯に一度はうつ病になる人→15人に一人

　　　　　　　　　　　　医療機関にかかっているうつ病患者の数→100万人以上

　　　　　　　　　　　　医師を受診していないうつ病患者→4人に3人

○うつ病の変化･･･50代→30代中心へ

・自己愛型、帰属意識の希薄化、外在化・攻撃化、迷惑に鈍感、自己優先、会社でも家でもわがまま

・対応は励ます、叱るなど直面かさせる。治療者も逃げないことが必要。

○インテークのポイント

・いつから？発症した要因（家族？職場？人間関係？労働状況は？など）、そのときの周囲の対応は？以前も同様の状態がみられたことは？

→PSWだからこそ、社会背景・環境など、クライエントの置かれている立場を見ることが大切

○不知火病院では・・・ストレスケア病棟(海の病棟)がある。

→安心感を得られる休養、薬物の軽減、カウンセリングの多様化、復職に向けた治療プログラム、高齢者・主婦層のニーズに応えた治療プログラム

・リハビリテーションセンター（2010年に開設）

→復職部門、就職・生活サポート、対人交流・生活サポート、症状改善の４つに分けられ、さらに疾患・期間・目的によってグループが分けられている。

→プログラム実施において、パスを使用。職場との連携、復帰の時期などの検討を行う。

・チームの中でのアクシデント対応

→利用者間のトラブル、スタッフへの不満や批判・攻撃、治療への不満、復職判定への不満

→ここで起こったことは職場でも必ず起こっていたはず、評価の再確認、事実を直面化させる

○復職評価時の大切な視点

①復帰前の不安・・・不安は勤務継続でしか解消しない

②3ヶ月後が実質復帰・・・１週間：何もしなくても疲労感

　　　　　　　　　　　　　　　　１ヶ月：出勤するだけの評価、体調悪化では出勤できない

→本人は100％以上飛ばしたがる

③3ヶ月目で仕事内容の評価⇒PSWの出番！職場調整と復帰前の面接等

○企業訪問をおこなって気づくこと

・求職者の9割は精神疾患、特にうつ病が多い

・企業側は精神科への｢復職可の診断書｣への不信感

・企業は自殺防止を含め、治療・指導・支援を医療機関へ求めている（ばらつきはある）

●講演Ⅲ「認知症の生活支援とPSWの役割」　

講師：特別養護老人ホーム　サンライフたきの里　施設長　岩尾　貢　先生

【考察】

　私自身も認知症の方の支援に携わっているが、｢退院支援｣は考えているが、｢生活支援｣と考えた時に、PSWの役割は何かと聞かれると、自分自身は出来ていない為答えられないことだと感じた。本来であれば、精神疾患と同じように本人の意思を第一として、家族の意思も伺いながら地域での生活に向けて退院を進めていくが、認知症の方の場合は、意思疎通が困難な方、生活に必要なことを理解して考えることが難しい方も多い為、どうしても家族の意思を優先してしまいがちである。最近でも、病院では病状が安定しているが、施設に入った途端病状が悪化してしまう方、施設での対応が困難となってしまう方もおり、いくら治療が上手くいって、進行を抑えたり、夜眠れるようになり落ち着いて生活ができるようになっても、家族や施設の理解が乏しかったり、なかなかマッチした支援を見つけられない方も多くいる。現在の状態や困ったことにばかり焦点を当ててしまいがちだが、PSWとして、患者がどのような人生を生きてきたのか、どのような不安があるのか、少しでも寄り添って関われる時間を持つことで、別の生活や支援のあり方が見えてくるのかもしれない、と考える。

【研修要旨】

・認知症の人との関わりを通して

「問題行動」⇒不安、混乱のシグナル、生活シグナル

行動の意味を考え、どのような生き方を求め、何に不安や混乱をきたしているかのシグナルをキャッチする

家族のキャパシティによってい関わり方が異なる（ちょっとしたことで入院させたり、地域で見ようと努力する姿勢だったり・・・

・BPSDって？⇒理由があるはず。内なる世界があるため、どういうものかを見ようとしなければいけない。問題解決で終了せずに、分析的な理解を行うこと。

・幻覚・妄想は医者に短期で治療してもらう。また、家族は第二のクライエント。家族の自己実現も図ることが必要である

・認知症・高齢者介護の基本的視点

①理解のできない高齢者や認知症行動はない（了解可能な人）

②見守り、共生、協働、寄り添い

③かかわりの問題（関係の質、援助者・本人の能力、かけた時間）

・これからの認知症ケア

⇒利用者を援助の対象者としてのみ向き合うのではなく、利用者とケアする者とが共に支えあう相互関係の中で関わりを続け、本人の自己決定を支援していくという施設で臨んでいくことが大切

⇒本人とケアスタッフとが一緒に暮らしをつくりあげていくプロセスをよりスムーズなものにし、日常的なケアでの気づきや本人、家族の想いを形にする

・ライフスタイルの保持と保障

１)アセスメント

認知症の現象や疾病に気をとられるのではなく、望む生活と生き方に対し、それを妨げる状況要因に関心

そのため生活問題を全人的視点＝人とその環境を総合的に見る「人と状況の全体性」

２)認知症高齢者の生活の成立要件

生活支援としてのかかわり「自己決定が実践課題」

環境＝最大の介護用品

· ソーシャルワーカーは伴走者になれるか？？

○認知症の人の生活支援の基本的視点

1 個人の歴史や生活スタイルを重視する(暮らしの継続性)

2 主体は利用者でスタッフはともに暮らす人である(共生)

3 あくまでも暮らしの場を重視し､家庭的な雰囲気を大切にする(安心出来る場)

4 出来る事を自分ですることによって、役割や生きがいをもつ(自立と自信)

5 住み慣れた地域での家族や友人との交流が継続できる(地域社会の一員として)

6 決められた日課や予定のない利用者が求める自由な生活の獲得(自己決定)

●講演Ⅳ「精神保健福祉法の改正とPSWの役割」　講師：NPO法人じりつ　代表理事　岩上　洋一　先生

【考察】

　精神保健福祉法の改正は身近な問題であり、私たちの業務にも多く関わることであり、関心を持って講演を聞いた。医療保護入院の見直しと保護者制度の廃止がメインとはなるが、入院届の記載事項についても追加となる可能性のあるものもあり、入院時から退院までの治療期間や退院後までを想定して早期に地域に戻れるように治療・支援していくことが、今後更に重要とされていくことを感じた。医療保護入院や保護者については、PSWとしては不安なことも多くあり、保護者選任を受けることで家族の責任感が生まれ、治療への協力が得られていた経過があり、こちらも責任をもって治療を行い、何かあれば保護者に連絡をして、ということで関係性を築いていた部分がある。しかし、同時に保護者の負担が大きいこと、高齢である保護者に役割を果たせるかどうかという問題を感じていた為、保護者になれる人の範囲が広くなることは良い事なのではないかとも思うが、入退院の回転が早くなること、気軽に入院をしてしまうことで、今までの生活に戻れなくなる方もいる為、難しい制度だと考える。PSWとしては、まず患者本人の人権を擁護する立場である為、基本的には本人に不利益となるような治療・支援とならないように、環境を整えたり、家族または親戚などとの考えをすり合わせたりといった役割が求められると考える。今後、法律が施行されることで、家族支援の重要性がさらに高まるのではないかと感じた。

【研修要旨】

○精神保健福祉士法第二条

「精神保健福祉士の名称を用いて､精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技術をもって、精神科病院その他の医療施設において精神障害の医療を受け、または精神障害者の社会復帰の促進を図ることを目的とする施設を利用している者の地域相談支援の利用に関する相談その他の社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日常生活の適応のために必要な訓練その他の援助を行う事(以下｢相談援助｣という)を業とする者をいう」と規定されている。

○障害者総合支援法の施行に関わる主な検討課題

１．H25年4月施行分

→障害者の範囲へ難病等の追加

２．H26年4月施行分

→障害支援区分：H24年度　知的障害・精神障害の二次判定での引き上げ要因の分析を行う。

　　　　　　　　　　　H25年度　新たな判定式を検討し、区分判定ソフトの開発や認定調査員マニュアルの改正

→重度訪問介護の対象拡大

　原稿の重度の肢体不自由者に加え、重度の知的・精神障害者に対象を拡大予定

→ケアホームとグループホームの一元化等

　外部ｻｰﾋﾞｽ利用規制の見直しやサテライト型住居の創設を検討。あわせて小規模入所施設などを含む地域における障害者の居住の支援等のあり方を検討

→地域移行支援の対象拡大

　保護施設、矯正施設等を退所する障害者に対象を拡大することを検討

３．法施行後3年

→常時介護を要する障害者などに対する支援、移動支援、就労の支援

→障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方

→意思決定支援、成年後見制度の利用促進の在り方

→聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のための意思疎通を図ることに支障があるしょうが者に対する支援のあり方

→精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方

＊厚生労働省の検討会で、自立訓練サービスで、訪問サービスは通所サービスを前提として行っているが、今後は訪問のみのサービス利用を可能とすることを検討している。

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律の概要

1) 精神障害者の医療の提供を確保する為の指針の策定

2) 保護者制度の廃止（保護者の規定を削除する）

3) 医療保護入院の見直し（家族のうちいずれかの者の同意を要件とする、医療保護入院の退院後の生活に関する相談助言を行う者の設置、地域援助事業者との連携、退院促進のための体制整備）

4) 精神医療審査会に関する見直し（学識を有する者）

· 退院に向けた委員会活動

· 医療保護入院入院届に推定入院期間の項目を入れる

· 定期病状報告に退院支援の項目を入れる　等を検討中

●シンポジウム「京都における多様な地域移行のあり方について」

シンポジスト：医療法人　栄仁会　宇治おうばく病院　精神保健福祉士　田中　諭子　先生

　　　　　一般財団法人　長岡記念財団　自立訓練事業所　アスロード　精神保健福祉士　西垣　侑里子　先生

　　　　　ワークショップ　ほのぼの屋　障害者地域生活支援センター　ほのぼの屋　管理者　西澤　心　先生

【考察】

　それぞれの事業所での取組みを聞いて、特にほのぼの屋で利用者主体となり、作業所からレストランの経営まで行うようになっており、利用者のパワーも大きいが、やはり支援者のやる気や挑戦しようとするパワーも重要だと感じた。地域移行の在り方も、その人によって大きく変わってくるが、PSWの基本的な役割は変わらずにあることを改めて考えさせられた。

【研修要旨】

○アウトリーチチーム「ゆるり」の活動を通して取り組む支援

→対象者　・主診断が統合失調症(未受診の疑いを含む)

· 病院から車で30分以内の地域にお住まいの方

· 精神科受診を中断している、未受診だが統合失調症の疑いが強い、入退院を繰り返している、長期入院ののち退院する予定がある

· 一時期の集中的な生活史炎・医療を必要としている方

→役割

· 生活面・医療面など包括的アセスメントを取り入れ、退院後の必要なサービスの見立てをしていく

· 関係機関とアセスメントを共有し、地域生活を支えてゆくための支援ポイントを整理

· 一時期を集中的に関わり、ニーズを集め資源につなげていく

→動き

入院中に本人と面談をおこない関係つくりに取り組む

継続した服薬を支援するため内服管理方法を本人に提案

家族との面談（生活歴、家族のニーズの聞き取り）

チームでアセスメントシートを作成し、関係機関とカンファレンスで共有

退院後は週1回の訪問の実施

→支援を通して見えてきた、地域におけるパートナーシップ

· パートナー間で共通目標を設定することで、一貫した支援を各機関が提供できる

· 各機関がアウトリーチチームと一緒に役割分担で動くことで、横のつながりの支援力が向上する

· 良好なコミュニケーションと頻回の対話によって、各機関の役割、力量、得意なことを理解する機会となる

· 自立訓練事業所アスロードにおけえる地域移行の役割

①地域生活が不安な方に中間施設としての役割

· 地域生活に必要な技術の獲得する場

· 地域生活に必要な支援のアセスメントとマネージメントする場

· 自信の回復(小さな成功体験の積み重ね)

②地域で当事者を孤立させないための役割

· 地域生活後に生じる困り事の相談に応じて、一緒に困りごとに取り組む場

· 地域生活する者の楽しみ・不安・寂しさを共有する場

○Decent Workをめざして～いらっしゃいませほのぼの屋～

1977年に共同作業所を開設→低工賃で、下請け作業、木工、裁縫を行う

⇒利用者より、お店屋さんをしたいと希望がある、5万円の給料がほしいと希望

1998年に古本屋ベースを開設→5万円の給料の実現→利用希望者、ハードが必要

2002年にほのぼの屋(フレンチレストラン)を開設

⇒8万円の給料の実現、主体的労働の獲得⇒⇒⇒ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（自信・誇りを取り戻す、権利の回復、復権）
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